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          平成２８年第１０回庁議提案  審議・報告・その他 

提 出 日：平成２８年８月１９日 

担当部・課：教育委員会教育総務課〔内線５０１６〕 

① 件  名 

  

石巻市立幼稚園保育料の減免の拡充について 

 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

国の幼児教育の段階的無償化に向けた取組の一環として、低所得の多子世帯及びひとり親

世帯等の保護者負担の軽減措置がなされることになった。 
【目的】 

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、全ての子どもに

質の高い幼児教育を保障するため、多子世帯及びひとり親世帯等の保護者負担の軽減を図り

幼児教育の無償化に向けた取組みを推進する。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

・石巻市立学校の授業料等徴収条例（平成２０年石巻市条例第３８号） 

・石巻市立学校の授業料等徴収条例施行規則（平成１７年石巻市規則第９３号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

平成２８年３月３１日 子ども・子育て支援法施行令及び同規則の一部改正 

（施行：平成２８年４月１日） 

 

⑤ 主な内容 

年収３６０万円未満の世帯を対象として、次のとおり保育料を軽減 

 

１ 多子世帯の保育料減免の拡充 

【対象】年収３６０万円未満相当世帯（※１） 

【内容】多子計算に係る年齢制限を廃止 

（現 行）小学校３年生まで 

→（拡充後）年齢制限撤廃（現行の保育料の第２子半額、第３子以降無料が完全実施され 

      る。） 

 

２ ひとり親世帯等（※２）の保護者負担の軽減 

【対象】年収３６０万円未満相当のひとり親世帯等 

【内容】所得階層の保育料減免を実施 

（現 行）設定なし 

→（拡充後）第１子  ：半額 

            第２子以降：無料 

 

（※１）「年収３６０万円未満相当の世帯」とは、市町村民税所得割額が７７，１０１円未 

   満の世帯のことをいう。 
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（※２）「ひとり親世帯等」とは、下記に該当する世帯のことをいう。 

・保護者または保護者と同一世帯に属する者が「身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保

健福祉手帳のいずれかの交付を受けた者」、「特別児童扶養手当の支給対象児童」または「国

民年金障害基礎年金の受給者」のいずれかに該当する世帯（在宅に限る。） 

 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

 多子世帯及びひとり親世帯等の保護者負担を軽減することにより、就園の機会が確保される。 

 

 対象（見込）世帯数   １７世帯 

軽減（見込）額  １，１８８千円  

※軽減額については、普通交付税による措置が見込まれている。 

 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

 各自治体でも同様の対応を行う。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

平成２８年８月 石巻市立学校の授業料等徴収条例施行規則の一部改正 

（平成２８年４月１日遡及） 

平成２８年８月 市立幼稚園保護者に周知、減免申請手続き開始 

 

⑨ その他 

 

 私立幼稚園に対する就園奨励費補助金においても、多子世帯及びひとり親世帯等の保護者

負担軽減措置の拡充を行い、補助金を交付することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


